
1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

第１　配偶者からの暴力を許さない社会づくり

１　暴力を許さ
ない社会の実現
に向けた教育・
普及啓発の充実

17
県民生活・
男女参画課

・配偶者からの暴力の防止に関する啓発の講演会や講座の開催、企
画展示などにより、配偶者からの暴力は許さないという県民意識の
醸成を図る

1

・県民講演会　（H25.11.11 会場：山梨県立文学館研修室）
　　講演「DVと子どもの虐待～私たちにできること～」
　　講師　森田ゆり　さん（エンパワメントセンター主宰）
　参加者数：約１００名
・企画展示　（H2５.11.1２～11.25 会場：ぴゅあ総合）
　　啓発資料、募集したパープルリボン、デートＤＶ関連資料など
・ＤＶ啓発パンフレット作成（市町村、関係機関に配布）
　「これってＤＶ？デートＤＶ？」(６,０00部)

17
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・配偶者からの暴力の防止に関する啓発の講演会や講座の開催、企
画展示などにより、配偶者からの暴力は許さないという県民意識の
醸成を図る

1

配偶者からの暴力の防止に関する啓発の講演会や講座などを開催し、“配偶者
からの暴力は許さない”という県民意識の醸成を図った。
・６月14日「ＤＶを経験した女性への支援を学ぶ講座　基礎講座「問題を抱え
た家族への援助と支援の実際（２回実施）」
・７月３日、１８日「ＤＶを経験した女性への支援を学ぶ講座実務者講座「市
町村、地域におけるＤＶ被害者相談と支援（４回実施）」
・１１月「ＤＶ防止啓発展示」
・１２月８日　「傷ついた子どもたちのために～ＤＶが子どもに与える影響と
支援～　　基調講演「ＤＶが子どもに与える影響」、「報告＆ディスカッショ
ン」

2 17
県民生活・
男女参画課

・パンフレットや県のホームページなどの啓発では、被害者の安全
を十分考慮し、被害者の立場に立った啓発を行う。
・外国人や障害をもつ人に対しても、適切な情報提供に努める。

1
パンフレットやホームページの作成にあたっては、被害者の安全を十分に配慮
し作成している。また、ホームーページでは日本語以外の７カ国語でＤＶの情
報が得られるほか、視覚障害者の方も情報が得られるようになっている。

3 17 義務教育課
・学校教育において、児童生徒の発達段階に応じ、人権尊重の意識
を高める教育啓発や、男女平等の理念に基づく一人ひとりを大切に
した教育を実施する。

1

・H25.6.4　校長研修会　　　     ３５０名参加
・H25. 6.11　教頭研修会 　       　３７０名参加
・H25. 5.30　生徒指導担当者会　２７０名参加
・H25.11.6　児童虐待防止研修会（児童家庭課と共催）
の研修会において，人権尊重の意識を高める教育啓発等を要請した。

4 17 高校教育課
・学校教育において、児童生徒の発達段階に応じ、人権尊重の意識
を高める教育啓発や、男女平等の理念に基づく一人ひとりを大切に
した教育を実施する。

1
LHRや生徒指導部主催の講演会などで人権尊重意識を高める取組を実施した。
生徒指導主事研究協議会をはじめとして、あらゆる場面を生かし、担当教職員
へ生徒一人ひとりを大切にした教育の実施について要請した。

5

２　配偶者から
の暴力被害の発
見への取組の充
実

(1)通報
ア　一般からの
通報

19
県民生活・
男女参画課

・県民が被害者を発見した場合は、配偶者暴力相談支援センター又
は警察官に通報するよう、パンフレット等を作成し、周知する。

1
通報制度に関する内容を啓発パンフレット及びホームページに掲載し、周知を
行った。

6 19
県民生活・
男女参画課

・配偶者からの暴力の防止に関する理解を深めるための講演会等に
よる啓発の際には、通報等の趣旨について適切に周知する。

1
講演会や企画展示において通報等の趣旨を周知した。
　ＤＶ県民講演会(H25.11.11)、DV企画展示（H25.11.12～11.25)

7 19
県民生活・
男女参画課

・一般又は被害者本人からの通報に質するよう、被害者が手に取り
やすい場所への「DV相談カード」等の設置を進める。

1
・関係機関へのＤＶ相談カードの設置を進めた。（設置済：220カ所）
・民生委員・児童委員へ配布し、協力を依頼した（約2,500人）

8 19 健康増進課
・母子保健地域組織である愛育会活動において、被害者の早期発見
や未然防止に繋がるよう、普及啓発や情報提供を行う。

1
山梨県愛育連合会の家庭の養育力研修（H25.12.10実施　参加者：
94名）で児童虐待をテーマに学習し、併せてＤＶについても理解を深
めた。

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

1

資料３－２ 

1



1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

9

(1)通報
イ　医師その他
の医療関係者等
からの通報

20
県民生活・
男女参画課

・被害者の発見と通報についての法の規定やその趣旨、通報先、相
談機関等の情報について、パンフレットなどを作成し、医師その他
の医療関係者等に対し周知する。

1
医療関係者を対象とした啓発資料（保健・医療機関におけるＤＶ被害者対応
シート）を県内医療機関に送付している。

10 20 健康増進課
・医療関係者者向けの会議や研修会の際に、法の規定や趣旨、対応
方法等について、パンフレット等を活用して周知する。

1
山梨県看護協会に委託している研修会等において、看護職員にパンフレットを
配布し周知した。

11 20 健康増進課
・市町村の母子健康手帳交付時や母親学級時などあらゆる機会を通
じて、被害に関する早期発見と支援ができるよう、市町村や保健所
の職務関係者に対して周知する。

1
県民生活、男女参画課作成のリーフレット等を活用して、保健所、市
町村等の保健師を対象とした研修会で周知した。

12 20
県民生活・
男女参画課

・県医師会と県歯科医師会に対しては、職員を対象とした研修への
参加の呼びかけや、資料提供を行う。

1 職務関係者を対象とした研修会及び県民講演会への参加を呼びかけた。

13

(2)通報への対
応
ア　配偶者暴力
相談支援セン
ター

20
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・地域住民や子どもに関わる機関等から通報があった場合には、通
報者から被害者に、配偶者暴力相談支援センターの利用に関する情
報を教示してもらうよう協力を求める。

1
通報があった場合には、配偶者暴力相談支援センターの業務内容や電話番号を
教示した。また、被害者が暴力を受けている場合は、警察へ通報するよう情報
提供している。

14 20
子育て
支援課

（女性相談所）
・地域住民や子どもに関わる機関等から通報があった場合には、通
報者から被害者に、配偶者暴力相談支援センターの利用に関する情
報を教示してもらうよう協力を求める。

1
被害者が直接配偶者暴力相談支援センターへ連絡するよう通報者に協力を依頼
している。

15 20
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・通報者の氏名等の取扱いには十分注意する。

1 通報者に限らず、個人情報の取り扱いには十分注意している。

16 20
子育て
支援課

（女性相談所）
・通報者の氏名等の取扱いには十分注意する。

1 通報者の氏名等の取り扱いに注意している。

17 20
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者に対する危険が急迫していると認められるときは、警察に
通報するとともに、一時保護を受けることを勧めるなど、警察と連
携して被害者の安全確保を図る

1
被害の状況を確認し、被害者の安全を確保するために、警察及び民間シェル
ターと連携し、被害の防止のための措置を実施した。

18 20
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者に対する危険が急迫していると認められるときは、警察に
通報するとともに、一時保護を受けることを勧めるなど、警察と連
携して被害者の安全確保を図る

1
被害者の状況を確認し、本人の許可を得た上で、警察に情報提供を行い、被害
者の安全を確保した。

19 21
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・通報の内容から児童虐待に当たると思われる場合には、児童虐待
の防止等に関する法律に基づき、児童相談所等に通告を行うととも
に、その後の支援について児童相談所等と十分な連携を図る。

1
該当するケースはなかったが、児童虐待に当たると思われる通報があった場合
には何時でも、十分な連携を図れるよう努めている。

20 21
子育て
支援課

（女性相談所）
・通報の内容から児童虐待に当たると思われる場合には、児童虐待
の防止等に関する法律に基づき、児童相談所等に通告を行うととも
に、その後の支援について児童相談所等と十分な連携を図る。

1
児童虐待に当たる事例については児童相談所と連携し、相互に相談支援を行っ
ている。

2



1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況
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か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

21 21
子育て
支援課

（女性相談所）
・医療関係者からの通報を受けた場合、被害者の意思を踏まえ本人
に女性相談所への連絡を勧めてもらえるよう依頼し、必要な説明や
助言を行う。状況により、当該医療機関に出向いて、被害者の相談
等に応じる。

1
本人の意志のもとに医療機関からの連絡を受け、状況により、医療機関に出向
き、相談に応じている。
退院後も継続して支援を行っている。

22
(2)通報への対
応
イ　警察

21 県警
・配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害事犯
であることを十分理解し、迅速かつ的確に対処する。

1
・配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害事犯であること
を十分理解し、迅速かつ的確に対処した。（配偶者暴力事案対応件数～178
件）

23 21 県警

・配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、暴力の制止に
当たるとともに、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護対策を
図る。また、被害者の意思を踏まえ、加害者を検挙するほか、指導
警告等を実施する。

1

・配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、暴力の制止に当たるとと
もに、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護対策を図った。また、被害者
の意思を踏まえ、加害者を検挙したほか、指導警告等を実施した。（加害者に
対する指導・警告～65件、保護命令違反～０件、他法令による検挙～16件）

24 21 県警
・被害者に対し、必要な自衛措置、配偶者暴力相談支援センター等
関係機関の業務内容や保護命令制度の教示等、助言を行う。

1
・被害者に対し、「警察に来られたあなたへ」を配布し、DV事案の特性や事件
の流れを説明し、必要な自衛措置、配偶者暴力相談支援センター等関係機関の
業務内容や保護命令制度の教示等、助言を行った。

25

３　未然防止対
策としての若年
層への啓発の実
施

22
県民生活・
男女参画課

・大学生や高校生等若年層を対象としたパンフレットの発行や男女
共同参画推進センターによる講座の開催等、各年齢層に応じた啓発
を行う。

1

・教職員講演会（H25.8.20 会場：ぴゅあ総合）
　　講演「身近な問題デートDV～それって愛ではなくてDVです！～」
　　講師　瀧田　信之　さん（湘南DVサポートセンター理事長）
　参加者数：約４０名
・ＤＶ啓発パンフレット作成（市町村、関係機関に配布）
　「これってＤＶ？デートＤＶ？」(６,０00部)
・甲斐市主催の中学生のためのﾃﾞｰﾄDV研修「STOPﾃﾞｰﾄDV」の後援

26 23
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・講座の開催等により、男女平等、命の尊さ、暴力防止などについ
て、子どもとその親を対象に普及啓発を実施する。

1

子どもとその親を対象にした出前講座を開催し、男女平等、命の尊さ、暴力防
止などについて普及啓発を実施した。
・「いのちの学習」（県内小学校１５校で実施）
・「誕生学講座」（県内の小学校４校で実施）
・７月２日「ＣＡＰおとなプログラム」（山梨市街の駅）
・７月30日「より良い親子関係をめざして」（御坂町ＰＴＡ連絡協議会）

27 23 義務教育課
・学校教育において、児童生徒の発達段階に応じ、人権尊重の意識
を高める教育啓発や、男女平等の理念に基づく一人ひとりを大切に
した教育を実施する。（再掲）

1

・H25.6.4　校長研修会　　　     ３５０名参加
・H25. 6.11　教頭研修会 　       　３７０名参加
・H25. 5.30　生徒指導担当者会　２７０名参加
・H25.11.6　児童虐待防止研修会（児童家庭課と共催）
の研修会において，人権尊重の意識を高める教育啓発等を要請した。

28 23 高校教育課
・学校教育において、児童生徒の発達段階に応じ、人権尊重の意識
を高める教育啓発や、男女平等の理念に基づく一人ひとりを大切に
した教育を実施する。（再掲）

1
LHRや生徒指導部主催の講演会などで人権尊重意識を高める取組を実施した。
生徒指導主事研究協議会をはじめとして、あらゆる場面を生かし、担当教職員
へ生徒一人ひとりを大切にした教育の実施について要請した。

29 23 高校教育課
・生徒を対象に、生徒指導に関する諸問題（いじめ、命、暴力、規
範、人権、生き方等）を取り上げた講習会や研修会を実施する。

1

「薬物乱用防止教室」「交通講話」を必須開催としていることから、少なくと
も１回は、各学校で全校生徒を対象にした講習会等を実施している。命の尊さ
や、生き方在り方については、交通事故で亡くなった方の遺族を招いて講演会
を実施した高校もあった。

30 23 高校教育課
・生徒指導主事研究協議会の中で、将来の配偶者からの暴力にも繋
がる生徒間の「いじめ、暴力、人権問題等」をテーマに研修会を実
施する。

1
生徒指導主事研究協議会の中で、県民生活・男女参画課から講師を招き、ＤＶ
防止や女性の人権に関する研修会を実施した。また、資料配付を通して、虐待
防止やＤＶ防止に関する研修を行った。

3



1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

31 23 高校教育課
・いじめ調査を実施し、実態の的確な把握と、被害の早期発見・早
期対応に取り組む。

1
いじめ実態調査を年間3回実施しており、その都度必要に応じて、早期に対応を
する体制ができている。

32 23 義務教育課 ・携帯電話やインターネットに関わる情報モラル教育を推進する。 1

H25.5.30小・中学校生徒指導主事研修会（２７0名）
H26.2.25中学校生徒指導主事研修会（100名）
において，情報モラルに関する現状と課題，その対策について研修会を行っ
た。

33 23 高校教育課 ・携帯電話やインターネットに関わる情報モラル教育を推進する。 1
生徒を対象とした生徒指導に関する研修会・講演会において、スマートフォン
の使い方と危険性に関する取組を実施した。ほとんどの高校で県民生活セン
ターや警察と連携をとり、サイバー犯罪に関する安全教室を実施した。

第２　相談・保護体制の充実

34
１　安心して相
談できる環境の
整備

25
子育て
支援課

（女性相談所）
・男女共同参画推進センターぴゅあ総合や市町村等の相談窓口と連
携を図り、ケース支援、処遇困難事例への対応、広域連携や関係機
関との連携など、総合調整機能の充実を図る。

1

ぴゅあ総合や、市町村など関係機関と連携して問題解決への支援を行ってい
る。
困難事例にはアドバイザーを依頼し、ぴゅあ総合や関係市町村の担当者ととも
にケース検討を行っている。

35 26
子育て
支援課

（女性相談所）
・夜間の電話相談を実施し、被害者が利用しやすい相談体制の充実
に努める。

1
夜間の電話相談を夜8時まで実施し、相談体制の充実を図っている。
　夜間相談件数113件（うちDV43件）

36 26
子育て
支援課

（女性相談所）
・リーフレット等を作成し、配偶者暴力相談支援センターの相談窓
口やその特徴について周知を図る。

1
作成したリーフレットを研修会等を利用し、配布した。
また、設置場所への補充を行った。

37 27
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者からの相談に当たる職員は、被害者の話を十分に聴き、本
人の意思を尊重して、必要な情報提供を行うほか、必要な援助を受
けることを勧める。

1
被害者の話を十分に聴き、被害者の意思を尊重した上で、市町村や関係機関と
連携しながら適切な情報提供及び助言を行うほか、必要な援助を行った。

38 27
子育て
支援課

・被害者からの相談に当たる職員は、被害者の話を十分に聴き、本
人の意思を尊重して、必要な情報提供を行うほか、必要な援助を受
けることを勧める。

1

相談員の相談は、「傾聴」「受容」「共感」を基本にして、本人の意志決定に
基づいた支援を行っている。毎朝職員全員による簡単なケース検討を行い、処
遇困難ケースについては、外部のアドバイザーによるスーパービジョンを開催
し、相談者に対する態度、情報提供、支援の内容について検証している。

39 27
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者の国籍、傷害の有無、年齢を問わず、プライバシーの保
護、安心と安全の確保、受容的な態度で相談を受けること等、被害
者の人権に配慮した対応を行う。

1
外国籍の被害者や高齢の被害者などからの相談に対しても、被害者のプライバ
シー保護、安全、安心の確保を図りながら対応した。

40 27
子育て
支援課

・被害者の国籍、傷害の有無、年齢を問わず、プライバシーの保
護、安心と安全の確保、受容的な態度で相談を受けること等、被害
者の人権に配慮した対応を行う。

1
被害者の国籍、年齢等を問わず受容的な態度で相談を受けている。必要に応じ
て通訳を利用。

41 27
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・不適切な対応により、被害者に更なる被害（二次的被害）が生じ
ることのないよう努める。

1
被害者の話を十分聴き、相談に至ったことを労った上で、更なる被害が生じな
いよう適切な対応に努めた。

42 27
子育て
支援課

・不適切な対応により、被害者に更なる被害（二次的被害）が生じ
ることのないよう努める。

1
DV被害者支援にかかる注意事項等について知識を深め、二次被害の発生には最
大限の注意を払った対応に努めている。また、関係者の研修会を実施。（支援
関係者への普及啓発を実施。）

43 27
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・児童虐待に当たると思われる場合は、児童相談所等に通告すると
ともに、児童相談所等と十分な連携を図る。

1
児童虐待と思われるケースがあった場合には、児童相談所と十分な連携が図れ
るよう努めている。

(1)配偶者暴力
相談支援セン
ター
ア　配偶者暴力
相談支援セン
ターの機能

(1)配偶者暴力
相談支援セン
ター
イ　相談を受け
た場合の対応

4



1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

44 27
子育て
支援課

・児童虐待に当たると思われる場合は、児童相談所等に通告すると
ともに、児童相談所等と十分な連携を図る。

1
児童虐待に当たると思われる場合は、児童相談所等に通告するとともに、児童
相談所等と十分な連携を図っている。

45 27
子育て
支援課

（女性相談所）
・心身に大きな被害を受けている被害者や同伴する家族に対して精
神科医による相談を勧める。必要に応じて精神保健福祉センターと
連携して、心身の安定への支援を行う。

1
非常勤嘱託の精神科医による医療相談を毎月1回開催している。（6件）
精神保健福祉センターと連携した支援を行っている。

46 28
子育て
支援課

（女性相談所）
・一時保護中の被害者が医療機関で受診する際は、必要に応じて同
行して医師の診察等を受ける支援を行い、適切に対応する。

1
一時保護中の被害者の病院受診に同行し、安全に受診できるよう支援してい
る。

47 28
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者が同伴する医学的又は心理学的な援助等を必要とする子ど
もに対しても、児童相談所と連携して、適切に対応する。

1
同伴児の医学的、心理学的な支援が必要な場合は、被害者の了解のもとに児童
相談所との連携を図ることとしている。

48 28
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・女性相談所と連携し、心身のケアや一時保護が必要な相談者につ
いて、十分は配慮のもと、女性相談所に引き継ぎます。

1
カウンセリングや一時保護が該当するケースはなかったが、必要な場合には十
分な配慮のもと女性相談所に引き継げるよう努めている。

49
(2)警察
ア　相談を受け
た場合の対応

28 県警
・暴力の実態や被害者がもつ恐怖や不安を被害者の立場に立って理
解するとともに、二次的被害を防止することに配慮する。

1
・警察職員に対し、暴力の実態や被害者がもつ恐怖や不安を被害者の立場に
立って理解し、二次的被害を防止することに配慮することを指導教養した。

50 28 県警

・暴力が行われていると認めた場合は、緊急時の１１０番通報や自
衛手段の教示のほか、関係機関等の紹介、加害者に対する指導警告
等警察が取り得る各種措置について、被害者の状況に応じて教示す
る。

1
・暴力が行われていると認めた場合は、緊急時の１１０番通報や自衛手段の教
示のほか、関係機関等の紹介、加害者に対する指導警告等警察が取り得る各種
措置について、被害者の状況に応じて教示した。

51 28 県警
・刑罰法令等に抵触する場合は、検挙に向けた迅速な捜査を実施す
る。被害者に被害届けの提出の意思がない場合でも、危険性につい
て説明し、被害届けの提出を働きかけ、必要に応じて説得する。

1
・刑罰法令等に抵触する場合は、検挙に向けた迅速な捜査を実施する。被害者
に被害届けの提出の意思がない場合でも、危険性について説明し、被害届けの
提出を働きかけ、必要に応じて説得した。

52 28 県警
・立件が困難な場合でも、被害者及びその関係者に危害のおよぶ恐
れがある事案については、加害者に指導警告等を実施する。

1
・立件が困難な場合でも、被害者及びその関係者に危害のおよぶ恐れがある事
案については、加害者に口頭等で指導警告等を実施し、上申書を徴した。

53 29 県警
・加害者から復縁を求めてのつきまとい等の行為がある場合は、ス
トーカー行為等の規制等に関する法律を適用した措置を厳正に講じ
る。

1
・加害者から復縁を求めてのつきまとい等の行為がある場合は、ストーカー行
為等の規制等に関する法律を適用できるよう、厳正な措置を講じた。

54 29 県警
・被害者の負担を軽減し、二次的被害を与えないよう、女性警察職
員による被害相談対応や加害者と遭遇しないような相談の実施等、
被害者が相談しやすい環境の整備に努める。

1
・被害者の負担を軽減し、二次的被害を与えないよう、被害者の希望を踏まえ
て女性警察職員が被害相談対応にあたり、加害者と遭遇しないような相談の実
施等、被害者が相談しやすい環境の整備に努めた。

55 29 県警
・警察以外の関係機関による対応がふさわしいと考えられる場合
は、関係機関を教示し、当該機関に引き継ぐ。

1
・警察以外の関係機関による対応がふさわしいと考えられる場合は、関係機関
を教示し、当該機関に引き継いだ。

(1)配偶者暴力
相談支援セン
ター
ウ　被害者に対
する医学的又は
心理学的な援助
等
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

56 29 県警
・被害者から援助を受けたい旨の申出を受けた場合は、必要な措置
を講じる。

1
・被害者から援助を受けたい旨の申出を受けた場合は、必要な措置を講じた。
（警察本部長等の援助～６７件）

57 29 県警
・生命等に対する脅迫を受けた被害者についても、身体的暴力を受
けた被害者への援助に準じた必要な援助を行う。

1
・生命等に対する脅迫を受けた被害者についても、身体的暴力を受けた被害者
への援助に準じた必要な援助を行った。

58
(3)婦人相談員

30
子育て
支援課

・婦人相談員は、被害者自らが選択・決定する問題解決に当たって
の必要な情報提供や適切な助言を行う。

1

被害者自らが問題解決に当たっての選択、決定ができるように必要な情報提
供・助言を行っている。
保護命令、警察への被害届、住宅・就労情報、離婚調停、受けられる制度等の
情報提供を行っている。

59 30
子育て
支援課

・婦人相談員は、専門研修への参加などにより、十分な知識を得ら
れるよう努める。

1 相談員全員を研修へ派遣、専門的な研修を受け、知識を得ている。

60 30
子育て
支援課

（女性相談所）
・婦人相談員は、男女共同参画推進センターぴゅあ総合や市町村な
ど、他の相談機関に相談した被害者への支援のため、当該機関と連
携を図るよう努める。

1
ぴゅあ総合や、市町村、警察へ相談した被害者についても、当該機関と連携し
て問題解決への支援を行っている。

61
(4)県関係機関

31
子育て
支援課

・児童相談所は、配偶者暴力相談支援センターと緊密に連携をとっ
て適切に対応する。

1
児童相談所は、配偶者暴力相談支援センターと緊密に連携をとって適切に対応
している。

62 31 健康増進課
・市町村や保健所等、地域の福祉部門が相談を受けた場合は、個々
の事情に即して適切な助言と対応ができるよう、各関係者に対し周
知する。

1
県民生活、男女参画課作成のリーフレット等を活用して、保健所、市町村等の
保健師を対象とした研修会で周知した。

63 31 障害福祉課

・精神保健福祉相談や、「こころの電話相談（ストレス・ダイヤ
ル）」での相談において、その内容が配偶者からの暴力に関わるも
のであった場合には、配偶者暴力相談支援センターを紹介するな
ど、連携を図る。

1

精神保健福祉センターにおける平成２5年度の「配偶者からの暴力に関わる相
談」は４件。いずれの相談も配偶者暴力相談支援センター関わっているケース
で、メンタルな支援を求めて当センターに相談があり、必要に応じて関係機関
に繋げた。

64 31 障害福祉課
・精神保健福祉センターでは、女性相談所と連携して、被害者に対
する心理的側面からの援助等を行う。

1
女性相談所から紹介を受けた場合には、精神保健福祉センター全体で対応。
年間数件対応で、必要に応じて関係機関に繋げた。

65 31
県民生活・
男女参画課

・相談や情報提供を行う県や市町村の窓口について広く周知し、早
期相談を呼びかける。

1 パンフレットやホームページで相談窓口を周知し、早期相談を呼びかけた。

66 31
県民生活・
男女参画課

・あらゆる機会を通じ、市町村の相談窓口設置やその役割の重要性
について、周知する。

1

市町村との連携会議等あらゆる機会を通じて、市町村の相談窓口設置やその役
割の重要性について、周知している。職務担当者を対象とした研修会におい
て、市町村の役割の重要性を説明した。
　職務担当者研修会　H２５.１０.２１　会場：ぴゅあ総合
　講演：「DVの現状と課題～支援に向けて理解を深める～」
　講師：お茶の水大学名誉教授　戒能民江　さん
　参加者数：7０名

67 31
子育て
支援課

・あらゆる機会を通じ、市町村の相談窓口設置やその役割の重要性
について、周知する。

1
あらゆる機会を通じ、市町村の相談窓口設置やその役割の重要性について、周
知している。

(2)警察
イ　援助の申出
を受けた場合の
対応
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

68
２　被害者の緊
急かつ安全な保
護の実施

(1)緊急時にお
ける安全の確保

32
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者及びその同伴する家族の緊急時（一時保護が行われるまで
の間）の保護や加害者からの追求の対応について、一時保護所や警
察等とあらかじめ協議し、連絡体制を明確化する。

1
被害者及びその同伴する家族への緊急時の対応について、警察、市町村、女性
相談所などと協議し、安全を確保している。

69 32
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者及びその同伴する家族の緊急時（一時保護が行われるまで
の間）の保護や加害者からの追求の対応について、一時保護所や警
察等とあらかじめ協議し、連絡体制を明確化する。

1
緊急性のある被害者及び同伴する家族について、休日、夜間を含めた連携体制
を確立し、警察と連絡を取りあい、安全の確認をしている。
警察から被害者の保護依頼があった場合は警察の同行を依頼している。

70 32
子育て
支援課

（女性相談所）
・加害者からの危害を加えられるおそれが高い場合は、警察と連携
して警戒措置を講ずるなど、被害者の保護を図る。

1
危害が加えられるおそれが高い場合、相談者には警察に相談し、安全確保が図
られるよう情報提供するとともに、警察へ警戒措置を依頼するなど、連携した
対応を行っている。

71 32
子育て
支援課

（女性相談所）
・市町村において、被害者及びその同伴する家族に対する緊急時の
安全確保について検討が行われるよう働きかける。

1

市町村からの被害者等について相談が寄せられた場合は、女性相談所へ相談に
来所する際の同行を依頼している。
必要に応じて安全な居住先の確保等を依頼している。
市町村担当者の研修会においても緊急時の被害者等の安全確保について働きか
けをしている。

72 (2)一時保護 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・夜間・休日を問わず、一時保護を速やかに行う体制を整える。

1
夜間・休日の一時保護についても、警察等と連携して、一時保護を実施してい
る。

73 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・福祉事務所、警察等関係機関と速やかに連絡を取るなど、緊密な
連携を図る。

1
必要に応じて、福祉事務所、警察等関係機関と連絡を取り、連携して相談者の
安全の確保や、支援を行っている。

74 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・入所者の疾病や心身の健康状態に応じて、医学的・心理学的な援
助を行うことができる職員を配置し、職員が連携して問題の整理・
解決を図る。

1
入所者の健康状態について保健師が入所時に面接相談を実施して、健康情報を
整理し、必要に応じて保健指導、嘱託医、臨床心理士の面接相談を行うなど職
員が連携して対応に当たっている。

75 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・同伴する子どもについては、児童相談所と密接に連携を図り、適
切な支援を行う。

1
同伴する子どもについて、児童相談所と連携を図り、学習、生活指導を行って
いる。また、必要に応じて児童相談所への一時保護依頼などを行っている。

76 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・必要に応じ、都道府県域を超えた広域的連携、民間シェルターな
どへの一時保護委託を円滑に実施する。

1
他県の母子生活支援施設への入所や、民間のシェルターへの一時保護委託を
行っている。

77 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・自立への見通しがつかなかった被害者に対しては、婦人保護施設
において心身の健康の回復や生活基盤の安定化と自立に向けた支援
を行う。

1
一時保護が長期化（2週間以上）した場合は「婦人保護施設入所」に切替えて保
護し、自立に向けた支援を行っている。

78 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・適切な母子生活支援施設への入所など、都道府県域を超えた広域
的連携を円滑に実施する。

1
母子生活支援施設への入所などは住所地のある市町村と連携し、都道府県域を
超えた広域的連携が円滑にはかられるよう支援している。

79 33
子育て
支援課

（女性相談所）
・一時保護後における、自立支援プログラムを作成し、自立支援を
進める。

1 計画的支援を行うため必要なケースに試行した。
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

80
３　保護命令に
対する適切な支
援と対応

(1)保護命令制
度の利用

34
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者に対し保護命令制度の説明を行うとともに、申立てを希望
する場合は、申立先の裁判所や申立書の記入方法等について助言
し、円滑に手続きができるよう支援する。

1
保護命令制度について説明した際に申し立てを希望するケースはなかったが、
希望があった場合には、円滑に手続きができるよう努めている。

81 34
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者に対し保護命令制度の説明を行うとともに、申立てを希望
する場合は、申立先の裁判所や申立書の記入方法等について助言
し、円滑に手続きができるよう支援する。

1
保護命令について、DV相談者に情報提供している。申立書、陳述書記述の支
援、申立て時の同行支援を行っている。

82 34
子育て
支援課

（女性相談所）
・必要な場合は、裁判所に行く際に付き添って支援するほか、保護
命令発令後の被害者の安全確保を速やかに行うため、事前に警察へ
の情報提供を行うなど、警察との連携を図る。

1
必要に応じて裁判所への申立に同行し支援を実施し、被害者の安全確保のため
警察と連携を図っている。

83 35
子育て
支援課

（女性相談所）
・裁判所から保護命令を発令した旨の通知を受けた場合は、安全確
保や保護命令後の留意事項について情報提供する。

1
裁判所から保護命令を発した旨の通知を受けた場合は、安全確保や保護命令後
の留意事項について被害者へ情報提供している。

84 35
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者の住所又は居所を管轄する警察と連携し、被害者の安全確
保に努める。

1 警察と連携し、被害者の安全確保に努めている。

85 35
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・裁判所から保護命令を発令した旨通知を受けた場合は、速やかに
女性相談所に連絡する。

1
該当するケースはなかったが、該当ケースが生じた場合には、速やかに女性相
談所へ連絡することとしている。

86 36 県警 ・被害者との連絡を密にし、被害者保護を徹底する。 1 ・被害者との連絡を密にし、被害者保護を徹底した。

87 36 県警

・裁判所から保護命令を発令した旨の通知を受けた場合は、危害を
防止するための留意事項及び緊急時の通報等について教示する。ま
た、加害者に対し保護命令の趣旨等を認識させるなど指導警告を実
施する。

1

・裁判所から保護命令を発令した旨の通知を受けた場合は、危害を防止するた
めの留意事項及び緊急時の通報等について教示した。また、加害者に対し保護
命令の趣旨等を認識させるなど指導警告を実施した。（保護命令対象３件すべ
ての加害者に対し、保護命令の認識確認と法令を遵守するように指導した。

88 36 県警
・被害者の安全確保について、配偶者暴力相談支援センターと情報
の共有を行い、連携を図る。

1
・被害者の安全確保について、配偶者暴力相談支援センターと情報の共有を行
い、連携を図った。

89 36 県警
・保護命令違反のほか、加害者が被害者に対し、刑罰法令に触れる
行為を行った場合は、各種法令を適用した措置を講じる。

1
・保護命令違反のほか、加害者が被害者に対し、刑罰法令に触れる行為を行っ
た場合は、各種法令を適用した措置を講じた。

第３　被害者の自立支援の充実

90
１　福祉制度を
活用した支援の
充実

38
子育て
支援課

・福祉事務所は、児童及び妊産婦の福祉に関する相談や必要な調
査、母子生活支援施設における保護、生活保護の適切な適用を行
う。

1
福祉事務所は、児童及び妊産婦の福祉に関する相談や必要な調査、母子生活支
援施設における保護、生活保護の適切な適用を行っている。

91 38
子育て
支援課

・母子自立支援員は、就業や生活の相談に応じるとともに、母子家
庭自立支援給付金や母子寡婦福祉資金貸付金、児童扶養手当に関す
る相談及び支援を行う。

1
母子自立支援員は、就業や生活の相談に応じるとともに、母子家庭自立支援給
付金や母子寡婦福祉資金貸付金、児童扶養手当に関する相談及び支援を行って
いる。

92 38
子育て
支援課

・生活保護制度の適用について、福祉事務所に相談するよう情報提
供を行う。また、子どもとともに生活する被害者に対し、活用でき
る福祉施策について情報提供を行う。

1
生活保護制度の適用について、福祉事務所に相談するよう情報提供を行ってい
る。また、子どもとともに生活する被害者に対し、活用できる福祉施策につい
て情報提供を行っている。

(2)保護命令の
通知を受けた場
合の対応
ア　配偶者暴力
相談支援セン
ター

(2)保護命令の
通知を受けた場
合の対応
イ　警察
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

93
２　就業支援の
充実

39
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・公共職業安定所、職業訓練施設等と連携をとり、被害者に対して
就業に向けた情報提供と助言を行う。

1
就業や就業のための訓練が必要な相談者に対しては、随時関係機関と連携を図
り、情報提供と助言を行っている。

94 39
子育て
支援課

（女性相談所）
・公共職業安定所、職業訓練施設等と連携をとり、被害者に対して
就業に向けた情報提供と助言を行う。

1
ハローワークと連携を取り、就労支援を行っている。また、インターネットで
の求人情報を入手するなど、相談者の便宜を図っている。

95 39
子育て
支援課

（女性相談所）
・子どものいる被害者については、母子家庭等就業・自立支援セン
ターにおける就業相談などの制度の活用を促す。

3 該当事例なし。

96 39 産業人材課
・職業訓練をはじめ、被害者の自立に有効な職業訓練の情報を被害
者に提供する。

1
職業訓練として、母子家庭の母等の職業的自立促進コースを実施した。
定員15人、受講者7人、修了者5人、事業費1,250千円
※DVを受けた受講者の有無は不明

97 39 労政雇用課
・就職相談や無料職業紹介など、雇用関連サービスをワンストップ
で提供するほか、被害者の自立に有効な情報を提供する。

1
実績：職業相談16,493件、職業紹介8,390件、カウンセリング2,178件ほか
ハローワークと連携し、雇用関連サービスをワンストップ提供した。
　※被害者のみの件数は集計不可能なため全利用件数を記載

98 39
子育て
支援課

（女性相談所）
・必要に応じ、公共職業安定所等への同行支援を行うなど、支援に
努める。

1
就労が必要な相談者に対し、ハローワーク及び就労面接に同行するなど支援を
行っている。

99
３　住宅確保に
係る支援の充実

40
子育て
支援課

（女性相談所）
・住宅の確保について情報提供を行う。

1
自立支援のためのステップハウスの紹介や、公営住宅について適宜情報提供し
ている。

100 40 建築住宅課
・被害者が県営住宅への入居を希望する場合は、優先入居者として
取り扱うとともに、収入認定や保証人の取扱いについて、弾力的に
運用する。

1

県営住宅の優先入居対象者として、取り扱っている。
連帯保証人の所得要件を問わないなど、特例的な扱いをしている。
平成2５年度末で２２戸入居しており、うち１２戸が新規契約者として平成2５
年度より入居を開始している。

101 40 建築住宅課
・被害者が目的外使用できる県営住宅の住戸を確保するとともに、
その拡大を図る。

1
平成2４年度においては、2市（甲府市、韮崎市）に3戸確保した。
平成2５年度における利用実績（甲府市１戸利用）

102 40 建築住宅課
・被害者が県営住宅に速やかに入居できるよう、空き家情報の提供
を行う。

1
被害者に対して、速やかに入居できるように空き室のある団地を優先して紹介
している。

103
４　子どもに対
する支援の充実

42
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・同居する子どもの就学や保育について、被害者への情報提供を行
う。

1
就学や保育について情報提供を行った。また必要な機関に被害者に関する情報
提供を行うとともに連携し、子どもの連れ去り防止に努めている。

104 42
子育て
支援課

（女性相談所）
・同居する子どもの就学や保育について、被害者への情報提供を行
う。

1 同居する子供の就学や保育について、被害者へ情報提供している。

105 42
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・子どもとともに遠隔地で生活する被害者については、住民票の記
載がなされていない場合であっても、居住していることが明らかで
あれば、滞在先の市町村において予防接種や検診が受けられること
について被害者への情報提供を行う。

1
被害者と子どもの安全に配慮しながら、関係する市町村と連携して、情報提供
を行っている。
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

106 42
子育て
支援課

（女性相談所）
・子どもとともに遠隔地で生活する被害者については、住民票の記
載がなされていない場合であっても、居住していることが明らかで
あれば、滞在先の市町村において予防接種や検診が受けられること
について被害者への情報提供を行う。

1 情報提供を行っている。

107 42
子育て
支援課

・子どもと日常的に接することが多い保育士等の保育関係者に対
し、様々な研修等の場を通じて、児童虐待に関する留意事項や配偶
者からの暴力の特性、子どもや被害者の立場や配慮すべき事項等に
ついて、周知徹底を図る。

1
保育士等や保育関係者及び相談対応者等を対象に、児童虐待防止研修会の開催
及び相談対応についての研修を行った。
　（H25.11.6　会場：甲府市総合市民会館　芸術ホール）

108 42
子育て
支援課

・被害者の子どもへの接近禁止命令制度の趣旨や概要について、教
育委員会や学校、保育所等への周知を図る。

1
教育委員会を通じて、各学校に接近禁止命令制度の趣旨や概要について周知
し、相談者の転校元の学校にも転校先を知らせないことや、外部からの生徒の
在籍状況の問い合わせにも答えないよう要請している。

109 42
子育て
支援課

（女性相談所）
・接近禁止命令が発令された場合には、被害者に対し、その旨を教
育委員会、学校、保育所等に申し出るよう促す。

1
接近禁止命令が発令される以前から、被害者本人から、学校へ子と加害者の接
近について配慮を依頼するよう促している。保護命令発令後も、その旨を学校
へ伝え、夫を接近させないよう協力を依頼するよう本人に促している。

110 42 県警
・接近禁止命令が発令された場合には、被害者に対し、その旨を教
育委員会、学校、保育所等に申し出るよう促す。

1
・接近禁止命令が発令された場合には、被害者に対し、その旨を教育委員会、
学校、保育所等に申し出るよう促した。

111 42 義務教育課

・教育委員会及び学校は、子どもの教育を受ける権利が保障される
よう次のことを行う。
　①配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の関係機関と連携
を図る。
　②子どもの転出先や居住地等の情報を適切に管理し、被害者とそ
の子どもの安全確保や守秘義務の徹底を図る。
　③スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用に
より、被害を受けた児童生徒の心のケアを実施し、安心して学習で
きる環境の整備に努める。
　④教育関係者等に対し、児童虐待に関する留意事項や、配偶者か
らの暴力の特性、子どもや被害者の立場や配慮すべき事項等につい
て、周知徹底を図る。

1

・H25.6.4　校長研修会　　　     ３５０名参加
・H25. 6.11　教頭研修会 　       　３７０名参加
・H25. 5.30　生徒指導担当者会　２７０名参加
・H25.11.6　児童虐待防止研修会（児童家庭課と共催）
の研修会において被害者の保護に関する取組などについて要請するとともに，
スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカーについては，年間計画に
基づいて活動を行った。また，運営協議会等をとおして，関係機関との連携を
図った。

112 42 高校教育課

・教育委員会及び学校は、子どもの教育を受ける権利が保障される
よう次のことを行う。
　①配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の関係機関と連携
を図る。
　②子どもの転出先や居住地等の情報を適切に管理し、被害者とそ
の子どもの安全確保や守秘義務の徹底を図る。
　③スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用に
より、被害を受けた児童生徒の心のケアを実施し、安心して学習で
きる環境の整備に努める。
　④教育関係者等に対し、児童虐待に関する留意事項や、配偶者か
らの暴力の特性、子どもや被害者の立場や配慮すべき事項等につい
て、周知徹底を図る。

1

①庁内県民生活・男女参画課と連携を図り、配偶者暴力相談支援センターに関
する情報、ドメスティック・バイオレンスに関する相談方法や情報提供等を、
生徒指導主事研究協議会や生徒に対する講演会で周知した。
②情報の管理は適切に行っている。
③６校の配置スクールカウンセラーについては、年間計画に基づいて活動し
た。要請スクールカウンセラーについては、必要に応じて要請されたものに対
して派遣を行った。また、スクールソーシャルワーカーを活用し、生活環境の
面からの支援を行った。
④生徒指導研究協議会において、教育関係者に対し、児童虐待に関する留意事
項等について周知した。

113

５　被害者に対
するその他の適
切な情報提供・
取組

43
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者の自立に必要な生活全般にわたる様々な事項を適切に行
い、具体的な手続きを助言する。また、各種手続きについて、市町
村や関係機関との連絡調整を行う。

1
生活保護の適用や公営住宅の入居など、被害者の自立に必要な各種手続きにつ
いて市町村や関係機関と連携した。また必要に応じてＤＶ証明書を発行した。
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

114 43
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者の自立に必要な生活全般にわたる様々な事項を適切に行
い、具体的な手続きを助言する。また、各種手続きについて、市町
村や関係機関との連絡調整を行う。

1
被害者の自立に必要な生活全般にわたる様々な事項を適切に行い、具体的な手
続きを助言。また市町村や関係機関との連絡調整を行っている。

115 43
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・法テラス山梨などの法律相談窓口に関する情報や、介護サービ
ス、障害者の居住についてのサービス、一般旅券の申請についての
情報提供を行う。

1
被害者の求めに応じて、法テラス山梨の法律相談窓口に関する情報をはじめ、
必要な情報提供を行っている。

116 43
子育て
支援課

（女性相談所）
・法テラス山梨などの法律相談窓口に関する情報や、介護サービ
ス、障害者の居住についてのサービス、一般旅券の申請についての
情報提供を行う。

1
被害者の求めに応じて、法テラス山梨の法律相談窓口について情報提供してい
る。また、障害者や外国籍の被害者へも、必要な情報提供を行っている。

117 43
子育て
支援課

（女性相談所）
・自助グループの情報提供や、グループづくりの支援を行う。

2 自助グループについて情報提供を行っている。

118
６　関係機関と
の連絡調整と情
報の保護

45
子育て
支援課

・関係する機関が、互いに認識を共有し連携を図るため、「山梨県
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係機関連絡協
議会」を開催する。

1
関係する機関が、互いに認識を共有し連携を図るため、「山梨県配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護に関する関係機関連絡協議会」を開催した。
　（H25.10.23　 会場：県庁防災新館4階403会議室）

119 46
子育て
支援課

（女性相談所）
・市町村等関係機関の実務担当者を集め、実務者会議を開催し、自
立支援の連携ネットワーク化を図るとともに、具体的な事案に即し
た個別ケース検討会議を開催する。

1

市町村等関係機関の実務担当者を対象に、実務者会議を開催し、ネットワーク
体制の推進を図った。
また具体的な事案に即した個別のケース検討会議型の研修会を開催した。
（H25.6.25）

120 46
子育て
支援課

（女性相談所）
・被害者の相談内容や希望する支援の基本的事項を記入する共通の
様式を設け、被害者が自立支援を受けるための複数の窓口における
手続きを、並行して進められるよう努める。

1 DV共通シートやDVチェックリストを活用している。

121 46
子育て
支援課

（女性相談所）
・必要に応じ関係機関への同行支援を行い、被害者の負担の軽減と
手続きの円滑化を図る。

1
関係機関への同行支援を行い、被害者の負担軽減と手続きの円滑化を図ってい
る。

122 46
子育て
支援課

（女性相談所）
・関係機関に対し、被害者等に係る情報管理の徹底を呼びかけると
ともに、住民基本台帳の閲覧制限措置や外国人登録原票の写しの請
求等に対する適正な取扱いなど、被害者に関する情報保護の徹底を
呼びかける。

1 住民基本台帳の閲覧制限措置のための事務処理を行っている。24件

第４　職務関係者による適切な配慮

123
1　被害者への
配慮

48 県警

・配偶者からの暴力の特性と被害者の立場を理解し、心身ともに傷
ついていることに留意して職務を行う。また、不適切な対応で二次
的被害が生じることのないよう、被害者の立場に立った対応に努め
る。

1
・配偶者からの暴力の特性と被害者の立場を理解し、心身ともに傷ついている
ことに留意して職務を行った。また、不適切な対応で二次的被害が生じること
のないよう、被害者の立場に立った対応に努めた。

124 48
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・配偶者からの暴力の特性と被害者の立場を理解し、心身ともに傷
ついていることに留意して職務を行う。また、不適切な対応で二次
的被害が生じることのないよう、被害者の立場に立った対応に努め
る。

1
被害者の立場に立って話しを十分聴き、更なる被害が生じないよう適切な対応
に努めている。
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

125 48
子育て
支援課

・配偶者からの暴力の特性と被害者の立場を理解し、心身ともに傷
ついていることに留意して職務を行う。また、不適切な対応で二次
的被害が生じることのないよう、被害者の立場に立った対応に努め
る。

1
心身共に傷つき、相談にみえた被害者に対し「傾聴」「受容」「共感」を基本
として面接等を行い、被害者の立場に立った支援を行っている。

126 48 県警
・被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考えつつ、被害者に
関する情報の保護に十分配慮して職務を行う。

1
・被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考えつつ、被害者に関する情報
の保護に十分配慮して職務を行った。

127 48
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考えつつ、被害者に
関する情報の保護に十分配慮して職務を行う。

1
被害者及びその関係者の安全確保を最優先して、被害者の居所や被害者の氏名
など、被害者に関する情報の保護に努めている。

128 48
子育て
支援課

・被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考えつつ、被害者に
関する情報の保護に十分配慮して職務を行う。

1

被害者に関する情報の保護については十分配慮し、外部からの問い合わせにつ
いては一切回答していない。
また関係部局への連絡が必要な場合については、被害者の同意を得て行うな
ど、情報の保護に配慮している。

129 48
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・被害者には、日本在住の外国人や障害をもつ人も当然含まれてい
ること留意して、人権を尊重し配慮する。なお、被害者が不法滞在
外国人である場合は、地方入国管理局と連携を図り、適切に対応す
る。

1

国籍の違いや、障害の有無にかかわらず、常に被害者の人権を尊重し、適切対
応に努めている。また、被害者が不法滞在外国人であったケースはないが、該
当者が生じた場合には、地方入国管理局と連携して、適切に対応するよう心が
けている。

130 48
子育て
支援課

・被害者には、日本在住の外国人や障害をもつ人も当然含まれてい
ること留意して、人権を尊重し配慮する。なお、被害者が不法滞在
外国人である場合は、地方入国管理局と連携を図り、適切に対応す
る。

1

被害者が外国人や障害をもった人であっても、人権を尊重し、対応に当たって
いる。日本語が不自由な人のために通訳を雇うための予算を計上している。
また、被害者が不法滞在外国人であった場合には、入管と連携を図り対応して
いる。

131
2　職務関係者
の資質向上のた
めの取組の実施

49
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・相談担当職員等に必要な情報を提供し、実際の業務に直結する研
修を実施する。

1
実際の業務に直結する実務者講座「市町村、地域におけるＤＶ被害者相談と支
援（４回実施）」を開催した。

132 49
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・専門研修に派遣するとともに、ケース検討等を通じ、的確に対応
できる能力の習得に努める。また、相談員の心身の健康が損なわれ
ることのないよう配慮する。

1
公的機関ＤＶ実務者研修を年２回。市町村の相談員を対象にした実務者研修会
を年４回実施し、相談員の資質の向上を図った。

133 49
子育て
支援課

（女性相談所）
・専門研修に派遣するとともに、ケース検討等を通じ、的確に対応
できる能力の習得に努める。また、相談員の心身の健康が損なわれ
ることのないよう配慮する。

1
研修会等により対応能力の向上に努めている。また、ケース連絡会等により、
情報の共有化、対応の方向性の検討を行い、相談員個人の負担軽減を図ってい
る。

134 49 県警
・暴力の特性等に理解を深めるため、警察職員に対する研修の実施
と人材の育成を行う。

1
・暴力の特性等に理解を深めるため、各種教養の機会を通じ、警察職員に対す
る研修の実施と人材の育成を行った。

第５　施策推進のための連携体制の強化

135
１　関係機関と
の連携協力

51
子育て
支援課

・「山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係
機関連絡協議会」を開催し、意見や情報の交換を通じて問題に対す
る認識を共有し、連携の強化を図る。

1
「山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係機関連絡協議
会」を開催し、意見や情報の交換を通じて問題に対する認識を共有し、連携の
強化を図っている。（H25.10.23　 会場：県庁防災新館4階403会議室）
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

136 51
子育て
支援課

（女性相談所）
・市町村等関係機関の実務担当者を集めた実務者会議を開催し、自
立支援の連携ネットワーク化を図るとともに、具体的な事案に即し
た個別ケース検討会議を開催する。

1

市町村等関係機関の実務担当者を対象に、実務者会議を開催し、ネットワーク
体制の推進を図った。（H25.6.25）
また具体的な事案に即した個別のケースを含めた関係者との連携会議を開催し
た。（14回）

137 51
子育て
支援課

・被害者の保護と自立支援のため、関係機関が相互に緊密な連携を
図るよう努める。

1
「山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係機関連絡協議
会」を開催し、意見や情報の交換を通じて問題に対する認識を共有し、連携の
強化を図っている。（H25.10.23　 会場：県庁防災新館4階403会議室）

138 51
県民生活・
男女参画課

・市町村における基本計画の策定及び配偶者暴力相談支援センター
の機能を果たすことについて、市町村に働きかけるほか、国や県の
取組について情報提供や助言に努める。

1

市町村との連携会議及び職務担当者を対象とした研修会等において、市町村に
基本計画策定及び支援センター設置を働きかけた。また国・県の情報提供を
行った。
　職務担当者研修会　H２５.１０.２１　会場：ぴゅあ総合
　講演：「DVの現状と課題～支援に向けて理解を深める～」
　講師：お茶の水大学名誉教授　戒能民江　さん
　参加者数：7０名

139 51
子育て
支援課

・市町村における基本計画の策定及び配偶者暴力相談支援センター
の機能を果たすことについて、市町村に働きかけるほか、国や県の
取組について情報提供や助言に努める。

1
市町村における基本計画の策定及び配偶者暴力相談支援センターの機能を果た
すことについて、市町村に働きかけるほか、国や県の取組について情報提供や
助言に努めている。

140 51
子育て
支援課

（女性相談所）
・市町村が配偶者暴力相談支援センターを設置する際には、支援を
行うとともに、県と市町村との役割分担など業務の調整に努める。

2
実務者会議を開催し、県と市町村との役割分担について調整に努めているが、
市町村の配偶者暴力相談支援センター設置には至っていない。

141 51
県民生活・
男女参画課

・市町村職員に対し、必要な研修の機会を提供する。 1

職務担当者を対象とした研修会を行った。
職務担当者研修会　H２５.１０.２１　会場：ぴゅあ総合
　講演：「DVの現状と課題～支援に向けて理解を深める～」
　講師：お茶の水大学名誉教授　戒能民江　さん
　参加者数：7０名

142
2　民間団体等
との連携と協働

52
子育て
支援課

（女性相談所）
・必要に応じ、民間シェルターへの一時保護委託を行う。

1 民間シェルターへの一時保護委託を実施した。（2件）

143 52
子育て
支援課

（女性相談所）
・民間団体の状況の把握に努める。

1
県内の民間支援団体と連携するとともに、県外の民間団体の把握に努めてい
る。

144 52
子育て
支援課

（女性相談所）
・専門的な研修や、ケース検討会へ民間シェルター関係者に参加し
てもらうなど、連携に努める。

1 民間団体の構成員に研修会へ参加を呼びかけ、参加してもらっている。

145 52
子育て
支援課

・「山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係
機関連絡協議会」を通じて、民間団体に理解と協力を求める。

1
「山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する関係機関連絡協議
会」を通じて、民間団体に理解と協力を求めている。

52
県民生活・
男女参画課

・様々な民間団体と連携を図りながら、より効果的な広報啓発を行
う。

1
・職員対象研修会、県民講演会へ参加を呼びかけるとともに、国・県の情報を
その都度提供する。啓発パンフレットを配布し広報を依頼した。

146
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった

取組
項目
番号

重点目標 細項目
掲載
頁

担当課 施策・取組の内容

平成25年度
実施状況

（1,2,3のいずれ
か）

実施状況
（件数、人数、日時、事業費、体制整備の状況等、

また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】

資料３－２ 

52
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・様々な民間団体と連携を図りながら、より効果的な広報啓発を行
う。

1
民間の被害者支援団体と連携し、先進団体の事例学習及び関係団体との情報交
換やディスカッションを行う共催事業を実施するなど、より効果的な広報活動
を行った。

147 52
県民生活・
男女参画課

・相談員等に対する研修については、被害者支援に関わる民間団体
の相談員等と連携を図り、効果的なスタッフ養成の場となるよう工
夫する。

1

職務担当者を対象とした研修会では様々な機関に担当者の参加を要請し、研修
会を行った。また、前年度のアンケート結果を踏まえ内容を考えるなど、効果
的な研修の場となるように工夫をした。
職務担当者研修会　H２５.１０.２１　会場：ぴゅあ総合
　講演：「DVの現状と課題～支援に向けて理解を深める～」
　講師：お茶の水大学名誉教授　戒能民江　さん
　参加者数：7０名

148
３　苦情の適切
かつ迅速な処理

53 県警
・申出のあった苦情について、適切かつ迅速に対応し、必要に応じ
て職務の執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果につ
いて申立人に対する説明責任を果たすよう努める。

1
・申出のあった苦情について、適切かつ迅速に対応し、必要に応じて職務の執
行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果について申立人に対する説
明責任を果たすよう努めた。

149 53
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・申出のあった苦情について、適切かつ迅速に対応し、必要に応じ
て職務の執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果につ
いて申立人に対する説明責任を果たすよう努める。

1
苦情の申し出はないが、申し出があった場合には、適切かつ迅速に対応するよ
う心がけている。

150 53
子育て
支援課

（女性相談所）
・申出のあった苦情について、適切かつ迅速に対応し、必要に応じ
て職務の執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理結果につ
いて申立人に対する説明責任を果たすよう努める。

1
申出があった場合には、設置している第三者委員会で協議検討し結果を説明す
ることとしているが、苦情は無かった。

151 53 県警
・苦情処理にあたっては、苦情処理制度に則して、適切かつ迅速に
処理を行うとともに、必要に応じて職務の改善に反映するよう努め
る。

1
・苦情処理にあたっては、苦情処理制度に則して、適切かつ迅速に処理を行う
とともに、必要に応じて職務の改善に反映するよう努めた。

152 53
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・苦情処理にあたっては、苦情処理制度に則して、適切かつ迅速に
処理を行うとともに、必要に応じて職務の改善に反映するよう努め
る。

1
苦情の申し出はないが、処理にあたっては、苦情対応マニュアルに則して、適
切かつ迅速に処理を行うよう心がけている。

153 53
子育て
支援課

（女性相談所）
・苦情処理にあたっては、苦情処理制度に則して、適切かつ迅速に
処理を行うとともに、必要に応じて職務の改善に反映するよう努め
る。

1
苦情があった場合に適切迅速に処理できるよう、第三者委員会に対して保護施
設利用状況などを情報提供している。

154
４　調査研究の
推進

54
子育て
支援課

（女性相談所）
・秘密の保持や被害者の心情等に十分に配慮しながら詳細な分析を
行い、被害の実態を的確に把握するとともに、被害者の心身の健康
を回復させるための方法の検討及び自立に向けた支援に役立てる。

1 被害者支援を有効にするために、被害の実態を的確に把握することに努めた。
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1 実施した（結果として実績はなかったが体制を整備したものを含む）

2 一部実施した（同上）

3 実施しなかった
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番号

重点目標 細項目
掲載
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また、実施できなかった理由などを記入してください。）

「第2次山梨県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に係る施
策【平成25年度実施状況】
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155 54
県民生活・
男女参画課

（ぴゅあ総合）
・秘密の保持や被害者の心情等に十分に配慮しながら詳細な分析を
行い、被害の実態を的確に把握するとともに、被害者の心身の健康
を回復させるための方法の検討及び自立に向けた支援に役立てる。

1
秘密の保持や被害者の心情等に十分配慮しながら、被害実態の的確な把握に努
めている。また、把握した実態を踏まえて、被害者の心身の健康を回復させる
ための方法の検討及び自立に向けた支援に努めている。

156 54
県民生活・
男女参画課

・加害者の更正のための指導について、危険性に留意しながら調査
研究を行う。また、今後国の調査研究の動向を注視し、情報収集に
努める。

1
国の調査研究の動向や他県の状況について情報収集に努めているが、加害者の
更正のための指導についての調査研究はしていない。

157 54
子育て
支援課

・加害者の更正のための指導について、危険性に留意しながら調査
研究を行う。また、今後国の調査研究の動向を注視し、情報収集に
努める。

2 国の調査研究の動向を注視し、情報収集に努めている。
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